
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

豊農赳!盟1匿ユニ生」眠痙菫
=困
出陰

1 事業の成果
今年度は引き続き、来年度以降に転居に関する相談及び専門業者紹介事業、空家。空地に関する相談及

び専門業者紹介事業、不動産に関するコンサルティング事業を展開するための社内研修を行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【0】 千円)
定欣に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

転居に関する

異馨番ダ異予

・セミナーの開催を通じ
て、高齢者を対象とした
介護施設に関する情報提

借「循L〕卜晶蕗群1慈1澤悪[
先・専門業者等の紹介を
行う。

開催なし

東京都内

を中心に

全国各地

0名

不動産所

有者、高

齢者とそ

の家族及

び一般市

民

0人 0

空家・空地に
関する相談及
び専門業者紹
介事業

・相続等で空家・空地を取
得した方を対象に、セミ
ナーの開催を通じて、そ
れぞれの地域に即した売
却や寄付等の情報提供を

`千

ら

また:希望者には、個別相
議村応ゃ専門業者等の紹
ク「 arrr,。

開催なし

東京都内

を中心に

全国各地
0名

不動産所

有者、高

齢者とそ
の家族及

び一般市

民

0人 0

不動産に関す
るコンサルテ
ィング事業

・不動産の有効活用に関
するセミナーの開催を通
じて、高齢者、障害者施設
への建て替えや災害時の
避難場所としての有効活
用へ提案する等、未来の
まちづくりのために不動
産の有効活用を支援す
る。

開催なし
東京都内

を中心に

全国各地

0名

不動産所

有者、不

動産の有

効活用や

まちづく

りに関心

のある一

般市民及

び企業

0人 0













書式第 18号 (法第28条関係)
事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (■●彙年■において役員であったことがある全員の氏名及び住隋スは■所菫

びにこれらの■について0●事拿年度における●■0有●●●●した名■)

特定非営利活動法人 椰 きま予防協会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

M以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)
M各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名 (フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

理事

モリカク カズノリ 令和4年 7月 1日

令和 5年 6月 30日

年 月

月

日

日年森角 和則

，
“ 理事

オオニシ トオル 令和4年 7月 1日

令和 5年 6月 30日

年

年

月

月

日

日大西 統

3 理 事

シノプ タケヒト 令和 4年 7月 1日

令和 5年 6月 30日

年 月

月

日

日年信夫 武人

４

● 理事

ハヤシ サダヨシ 令和 4年 7月 1日

令和 5年 6月 30日

年  月 日

日年  月林 完至

監事

ドヒ イサム 令和4年 7月 1日

令和 5年 6月 30日

年  月 日

日年 月土肥 勇

´
０

年

年

月

月

日

ロ

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

Ｏ
Ｏ

年

年

月

月

日

日

年  月 日

日年  月



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立 口事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

働己田曰題鰹込劇目畦豊」囲塗

氏    名

1
森角 和則

2
大西 統

3 信夫 武人

4 林 完至

5
中島 誠一郎

6 大石 宏明

7 千場 大助

8 高本 周一

9
内山 妃沙子

10 植崎 紳矢

11
土肥 勇

12




